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・下水道事業会計のしくみはどうなっているのか 

支出 収入 

収益的収支 
 

（管理運営費
とその財源） 

・事業を運営していくた
めの費用で、人件費並
びに委託料・修繕費・
電力費・薬品費等の物
件費からなる。 

・この他に減価償却費や
起債にかかる支払利息
などが支出項目として
存在。 

（一般会計繰入金） 
・雨水処理経費の全額および水質規制・水質保全経費の一部を

まかなう費用。総務省繰出基準では、こうした受益者が特定
されず公権力を行使する業務経費は市税により負担すべきと
されている。 

（下水道使用料） 
・汚水の原因者である下水道の使用者が、使用水量に応じて事

業者である市町村に収める施設の使用料。 

資本的収支 
 

（建設費と 
その財源） 

・下水道の普及・更新、
雨水や汚水処理サービ
スのレベル向上のため
の投資経費。 

・この他に過去に発行し
た企業債の償還金など
が支出項目として存在。 

（国費） 
・下水道を建設する自治体への国からの補助金。補助率は幹線

管渠やポンプ場は50％、処理設備は55％。 

（企業債） 
・建設費の一定限度まで借り入れることが認められた債権。地

方公営企業適用事業では企業債。償還費として後年度に少し
ずつ長期間に分けて負担することになる。 

・下水道事業会計は、事業を運営していくための収支である収益的収支と、下水道施設を建設

するための収支である資本的収支とがある。 

３-1．下水道事業会計のしくみ 



維持 
管理費 

人件費 
物件費 

建設費 

補助
事業 

国費補助 

50％
(55％※1) 

地方債 

50％
(45％※1) 支払利息 

元金償還金 
※2 単独

事業 

地  方  債 

100％ 

【維持管理に伴う経費】 

【建設に伴う経費】 

※ 高度処理経費など汚水処理経費の一部についても一般会計繰入金の対象となるものがある 

28 ※１ 対象施設の国費補助率が55％の場合、地方債の発行は45％ 
※２ 企業会計の場合、元金償還金の代わりに減価償却費が一般会計繰入金の対象となる 

①下水道事業を維持管理するための経費は、雨水排除経費と汚水処理経費がある。 
 雨水排除経費は受益者が特定されないため、公費（市税：一般会計繰入金）を財源として運営。 
 汚水処理経費は発生原因者の負担を原則とし、私費（下水道使用料）を財源として運営。 

②下水道システムには、大規模な施設整備に伴う初期投資負担が大きいことから、施設整備にあ
たっては国費補助が適用され、残りは地方債により資金を調達する。地方債については、後年度
に費用化される支払利息と元金償還金に対して、雨水排除経費には公費を、汚水処理経費には私
費を財源としてまかなう。 

雨水排除 
経費※ 

汚水処理 
経費 

下水道使用料 
でまかなう 

一般会計繰入金 
でまかなう 

雨水排除 
経費 

汚水処理 
経費 

下水道使用料 
でまかなう 

一般会計繰入金 
でまかなう 

【参考】下水道事業における財務のしくみ 
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① 受益者が特定できる 

（料金を財源） 

② 受益者が特定できない 

（税を財源） 

水道事業 河川事業 

下水道事業（料金と税の混合型） 

汚水処理 
（公衆衛生確保に係る部分） 

雨水排除 

汚水処理 
（高度処理・合流改善に係る部分） 

【対象事業の例】 【対象事業の例】 

【下水道事業の場合】 

事業者 

受益者 

便 益 

対 価 

受益者 

便 益 

対 価 

受益者 

便 益 

対 価 
・
・
・ 

事業者 

受益者 

受益者 

便 益 ※ 

対 価 ※ 

受益者 

・
・
・ 

【スキーム】 【スキーム】 

※ 受益者が特定できないため、便益に応じた対価を個別には徴収できない 

【参考】下水道事業の財源  
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・本市の下水道事業会計の経営状況はどうなのか 

・現在は、使用料単価と汚水処理原価がバランスした黒字経営にあるため、公費（市税）によ

る赤字補てんはなく、健全な経営を行っている。 

・また、月20m3クラスの一般家庭の使用料を見ても、他都市に比べて安価である。 

30 

３-２．本市下水道事業の経営状況 
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・支出と収入の推移はどうなっているのか 

・人件費の削減や利息の減などにより支出は抑制。 

・水量の減少に伴う下水道使用料収入の減と繰出対象経費の減に伴う一般会計繰入金の減により

収入は大幅に減少。 

160 144 141 136 132 

184
173 169 171 172 

137
131 126 112 104 

282
279 291 293 299 

762 727 727 713 708 

H20 H21 H22 H23 H24

456 429 429 421 412 

333
309 307 299 300 

16
18 19

24 21 

804
756 755 744 733 

H20 H21 H22 H23 H24

<支出の推移（収益的収支）> <収入の推移（収益的収支）> 

減価償却費等 

支払利息等 

物件費 

人件費 

▲54億円 
▲71億円 

▲33億円 

▲44億円 

▲33億円 

▲12億円 

▲28億円 

その他 

一般会計 

繰入金 

下水道 

使用料 

＋17億円 

（単位：億円） 

＋５億円 

⇒以降、経営形態見直し前であるH24までの値を使用 

３-３．収益的収支の推移 
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・本市下水道事業は他都市と比較して効率的に行っているのか 

平均51 

42 43 46 49
53

61
66

京都 横浜 大阪 神戸 名古屋 東京 福岡

大阪市は
平均以下 

<維持管理費単価  Ｈ24年度 単位：円/m3・年> 

46 49 42 53 43
61 66

63 69 89

109 125
111

136
109

118
131

162 168 171

202

大阪 神戸 京都 名古屋 横浜 東京 福岡

平均152 

資本費 

維持管理費 

<管理運営費単価  H24 年度 単位：円/m3・年> 

・本市では早期に施設が整備されたことから資本費（支払利息＋減価償却費）単価は極めて低

く、維持管理費（人件費＋物件費）単価は平均値を下回っている。 

63
69

89

109 111
125

136

大阪 神戸 京都 名古屋 東京 横浜 福岡

大阪市は平均より
40%安い 

<資本費単価  H24 年度 単位：円/m3・年> 

平均100 

３-４．他都市と比較した事業効率 
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・下水道使用料収入はどのような状況なのか 

使用料収入 

使用水量 

（使用水量：百万m3） （使用料収入：億円） 

・使用料収入はこれまで年1％程度の長期減少傾向にあったが、リーマンショックの影響により

H20年度は3％、H21年度は5.6％と大幅な減少となった。今後は節水型社会への移行により

年1％程度の減少傾向が続くと予想される 。 

※ 

※H26は消費税増税により増加 

３-５．使用水量と使用料収入の推移と見込み 
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・本市下水道事業会計の損益はどのような状況か 

33

20 19
22

17

H20 H21 H22 H23 H24

（単位：億円） 

※収益的収支における「総収入－総費用」から資本的収支にかかる消費税還付金を差し引いたもの 

損益※ 

・近年は使用水量の減などにより、総収入が減少している。 

・事業の効率化などにより総費用も減少しているため黒字を確保しているものの、総収入の減少

が総費用の減少を上回っているため、黒字幅は年々減少している。 

３-６．損益の推移 
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<処理水量あたりの部門別職員数 （H24年度 単位：人/億m3）> 

維持管理部門の職員数が多い 

179

155

102
84

120

72
56

大阪 名古屋 京都 横浜 神戸 東京 福岡

22

31

24

14

18

27

19

大阪 名古屋 京都 横浜 神戸 東京 福岡

27

53
47

37

63

37

55

大阪 名古屋 京都 横浜 神戸 東京 福岡

○維持管理部門 ○資本（建設）部門 ○その他（総務部門など） 

平均 
110 

平均 
45 

平均 
22 

・本市下水道事業の職員数は他都市と比較するとどうなのか 

・部門別では、大阪市は維持管理部門の職員数が他都市と比べて多く、資本（建設）部門は少な

い。 

資本（建設）部門の職員数が少ない 

３-７．部門別職員数（他都市比較） 



15%
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26%

30%
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38%

50%

名古屋市 大阪市 神戸市 京都市 横浜市 東京都 福岡市

維持管理費における委託料の割合（H24年度） 
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・維持管理費における委託費の割合は他都市と比べるとどうなのか 

・本市は委託率が低い。 

・本市は早くから事業を開始し、民間事業者が育っていなかった時期から維持管理を行なってお
り、その後は老朽化し、対応に経験やノウハウを必要とする施設を多く抱えていることなどか

ら委託率が低くなっている。 

処理場の 
運転開始年度 

S5 S15 S33 S9 S37 T11 S41 

３-８．委託率（他都市比較） 
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432
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385
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356
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201
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265 253

357
322
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514

407
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359

289
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151
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141
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建設改良費 

・本市下水道事業会計の資本的収支はどのような状況か 

（単位：億円） 

元金償還金 

企業債 

国庫補助金 

・H4から10年間あまり、積極的な建設改良（主に浸水対策）を行ってきたことに伴い、企業債

の発行額も多額となっている。 

・近年、過去の建設改良に伴い発行した企業債の償還が高水準で推移しており、今後も改築更新

などを実施することにより、高水準での推移となる見込み。 

３-９．資本的収支の推移 
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３-10．まとめ（財政・経営状況の現状と課題） 

・下水道使用料収入は今後も減少傾向にある。 

・費用を削減しているものの、収入が減少しているため、黒字幅は減少傾向にある。 

・他都市と比較すると維持管理部門の職員数が多く、外部委託率が低い。 

・建設改良に伴い発行する企業債の償還金が高水準で推移する見込みである。 

・数年後には資金不足となると見込まれ、資金不足をまかなうために使用料改定が

生じることとなり、市民負担を軽減するため、できるだけ管理運営費と建設費の縮

減を図る必要がある。 


